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１. 18年 9月中間期の業績（平成18年4月1日 ～ 平成18年9月30日）
(1)経営成績  （注）金額の百万円未満は切り捨てて表示しております。

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 9月中間期 29,740 △ 1.4 △ 1,449 － △ 1,089 －
17年 9月中間期 30,158 4.2 △ 1,440 － △ 1,220 －
18年 3月期 110,771 3,041 3,358

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間

( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

18年 9月中間期 △ 670 － △ 10.86
17年 9月中間期 △ 727 － △ 11.77
18年 3月期 2,021 32.35
(注)①期中平均株式数    18年 9月中間期 　 61,776,867株   17年 9月中間期 　61,813,530株   18年 3月期　 61,805,561株

    ②会計処理の方法の変更　　 無

    ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)財政状態
総  資  産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

18年 9月中間期 113,622 60,329 53.1
17年 9月中間期 110,942 57,326 51.7
18年 3月期 128,015 62,454 48.8
(注)①期末発行済株式数    18年 9月中間期 61,771,140株   17年 9月中間期 61,804,719株  　18年 3月期 61,791,250株

    ②期末自己株式数 　　 18年 9月中間期  3,566,079株   17年 9月中間期  3,532,500株    18年 3月期  3,545,969株

２. 19年 3月期の業績予想（ 平成18年4月1日  ～  平成19年3月31日 ）
　 売   上   高 経 常 利 益

百万円 百万円 百万円

通　　期 115,300 3,600 2,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    32 円 38 銭

３. 配当状況

　・現金配当

中間期末 期末 年間

18年 3月期 － 10.00 10.00
19年 3月期（実績） － －
19年 3月期（予想） － 10.00

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって

　予想数値と異なる結果となる可能性があります。

  なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料６ページをご参照下さい。

平成18年11月15日

純　資　産

 １株当たり配当金（円）

10.00

当 期 純 利 益

１株当たり純資産
円　　銭

      976.66
      927.53
    1,010.39
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６．中間個別財務諸表等 
（１）比較中間貸借対照表                                                              （単位  百万円） 

科 目 前中間会計期間末
（１７．９．３０現在）

当中間会計期間末
（１８．９．３０現在）

対前中間会計期間末 
増 減 

前 事 業 年 度 の

要約貸借対照表
（１８．３．３１現在）

(資 産 の 部)  

流 動 資 産 ６９,３３７ ７０,９２９ １,５９１ ８３,７１９

現 金 預 金 １０,３０１ １２,６６６ ２,３６５ １３,９０４

受 取 手 形 １,５４６ １,１３４ △ ４１１ ２,６３０

完 成 工 事 未 収 入 金 １４,８７２ １３,０２１ △ １,８５０ ４２,３３１

有 価 証 券 ８,４０２ ６,９０３ △ １,４９９ ２,６０２

未 成 工 事 支 出 金 ２８,２７６ ３０,８８１ ２,６０５ １５,７９５

繰 延 税 金 資 産 ２,３４５ ２,７２５ ３７９ ２,１１４

そ の 他 ３,８５０ ３,８４０ △ １０ ４,６１７

貸 倒 引 当 金 △        ２５６ △        ２４４ １１ △   ２７６

  

固 定 資 産 ４１,６０４ ４２,６９３ １,０８８ ４４,２９５

有 形 固 定 資 産 １５,６６９ １５,９６３ ２９４ １６,３５９

建 物 ７,６５４ ８,３００ ６４５ ８,５３６

土 地 ６,７５９ ６,７１５ △ ４３ ６,７３４

そ の 他 １,２５５ ９４８ △ ３０７ １,０８８

無 形 固 定 資 産 ２,４４４ ９６３ △ １,４８１ ２,３０６

投 資 そ の 他 の 資 産 ２３,４９０ ２５,７６６ ２,２７５ ２５,６２９

投 資 有 価 証 券 ２０,１２２ ２２,６３３ ２,５１０ ２４,０３１

繰 延 税 金 資 産 ２,３６８ １,０９２ △ １,２７６ ７４４

そ の 他 １,３８５ ２,４１９ １,０３４ １,２３７

貸 倒 引 当 金 △   ３８７ △        ３８０ ６ △   ３８３

  

 
  

 

資 産 合 計 １１０,９４２ １１３,６２２ ２,６７９ １２８,０１５
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           （単位  百万円） 

科 目 前中間会計期間末
（１７．９．３０現在）

当中間会計期間末
（１８．９．３０現在）

対前中間会計期間末 
増 減 

前 事 業 年 度 の

要約貸借対照表
（１８．３．３１現在）

(負 債 の 部)  

流 動 負 債 ３８,８７３ ３７,０３１ △ １,８４２ ４８,９１３

支 払 手 形 ２,３５４ １,８０８ △ ５４５ ２,８２２

工 事 未 払 金 １８,００５ １９,１２９ １,１２４ ２９,２０５

短 期 借 入 金 ６,８２０ ２,６６６ △ ４,１５３ ２,６６６

未 成 工 事 受 入 金 ６,８１６ ７,７６１ ９４４ ４,５７２

完成工事補償引当金 ４２ ３３ △ ８ ３９

工 事 損 失 引 当 金 １５６ ６７０ ５１３ ６６８

賞 与 引 当 金 ２,０８１ ２,０５２ △ ２９ ２,７８９

そ の 他 ２,５９７ ２,９０９ ３１２ ６,１４７

  

固 定 負 債 １４,７４３ １６,２６２ １,５１８ １６,６４７

長 期 借 入 金 ― ２,０２４ ２,０２４ ２,０３３

退 職 給 付 引 当 金 １４,２６６ １３,７２７ △ ５３８ １４,１０７

役員退職慰労引当金 ８０ ９２ １１ ８７

そ の 他 ３９６ ４１７ ２０ ４１９

負 債 合 計 ５３,６１６ ５３,２９３ △ ３２３ ６５,５６０

(資 本 の 部)  

資 本 金 ８,４９４ ― ― ８,４９４

資 本 剰 余 金 ７,７９２ ― ― ７,７９２

資 本 準 備 金 ７,７９２ ― ― ７,７９２

利 益 剰 余 金 ３８,４４６ ― ― ４１,１９５

利 益 準 備 金 １,３８６ ― ― １,３８６

任 意 積 立 金 ３６,８８４ ― ― ３６,８８４

中間（当期）未処分利益 １７５     ― ― ２,９２４

その他有価証券評価差額金 ４,１２４ ― ― ６,５１５

自 己 株 式 △   １,５３１ ― ― △  １,５４１

資 本 合 計 ５７,３２６ ― ― ６２,４５４

負 債 資 本 合 計 １１０,９４２ ― ― １２８,０１５
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           （単位  百万円） 

科 目 前中間会計期間末
（１７．９．３０現在）

当中間会計期間末
（１８．９．３０現在）

対前中間会計期間末 
増 減 

前 事 業 年 度 の

要約貸借対照表
（１８．３．３１現在）

(純 資 産 の 部)  

株 主 資 本          ―  ５４,６１４         ―          ―

資 本 金 ― ８,４９４ ― ―

資 本 剰 余 金 ― ７,７９２ ― ―

資 本 準 備 金 ― ７,７９２ ― ―

利 益 剰 余 金 ― ３９,８８５ ― ―

利 益 準 備 金 ― １,３８６ ― ―

そ の 他 利 益 剰 余 金 ― ３８,４９９ ― ―

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ― １,３９０ ― ―

圧 縮 特 別 勘 定 積 立 金 ― ５４ ― ―

別 途 積 立 金 ― ３６,８００ ― ―

繰 越 利 益 剰 余 金 ― ２５３ ― ―

自 己 株 式 ― △   １,５５６ ― ―

評 価 ･ 換 算 差 額 等           ―     ５,７１４        ―      ―

その他有価証券評価差額金           ―     ５,７１４        ― ―

純 資 産 合 計 ― ６０,３２９ ― ―

負 債 純 資 産 合 計 ― １１３,６２２ ― ―
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（２）比較中間損益計算書                                                              （単位  百万円） 

科 目 
前中間会計期間 
自１７. ４. １ 
至１７. ９.３０ 

当中間会計期間 
自１８. ４. １ 
至１８. ９.３０ 

対前中間会計期間 
増 減 

前 事 業 年 度 の 
要約損益計算書 
自１７. ４. １ 
至１８. ３.３１ 

    
完 成 工 事 高 ３０,１５８ ２９,７４０ △ ４１８ １１０,７７１
完 成 工 事 原 価 ２６,９０１ ２６,７５４ △ １４７ ９８,１２４

完 成 工 事 総 利 益 ３,２５７ ２,９８６ △ ２７１ １２,６４６

販売費及び一般管理費 ４,６９８ ４,４３５ △ ２６３ ９,６０４
営 業 利 益 又 は 
営 業 損 失 （ △ ） △ １,４４０ △  １,４４９ △ ８ ３,０４１

営 業 外 収 益 ２７５ ３９９ １２３ ４１５

受 取 利 息 １２ １４ ２ １８

そ の 他 ２６３ ３８４ １２０ ３９７

営 業 外 費 用 ５５ ３９ △ １６ ９９

支 払 利 息 ５５ ３５ △ １９ ９１

そ の 他 ０ ４ ３ ７

経 常 利 益 又 は 
経 常 損 失 （ △ ） △ １,２２０ △  １,０８９ １３１ ３,３５８

特 別 利 益 ３０７ １１１ △ １９６ ４９１

特 別 損 失 ２２１ ５４ △ １６７ ２５３
 

税 引 前 当 期 純 利 益 又 は 
税 引 前 中 間 純 損 失 （ △ ）   △   １,１３４ △   １,０３２ １０２ ３,５９６

 

法人税、住民税及び事業税 ４８ ５２ ４ １,８０１
法 人 税 等 調 整 額  △   ４５４  △     ４１３ ４１ △  ２２６

 

当 期 純 利 益 又 は 
中 間 純 損 失 （ △ ）  △   ７２７ △     ６７０ ５７ ２,０２１

 

前 期 繰 越 利 益 ９０３ ― ― ９０３
  

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益    １７５ ― ― ２,９２４
    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

( ）( ） ( ）
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（３）中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 
（単位  百万円） 

株主資本 
資 本

剰 余 金
利益剰余金 

その他利益剰余金 

 
 
 
 

 
資本金 資 本

準 備 金

利 益

準 備 金 固 定 資 産

圧縮積立金

圧 縮 特 別

勘定積立金
別途積立金 繰 越 利 益

剰 余 金

利 益 剰 余

金 合 計

 
平成１８年３月３１日残高 ８，４９４ ７，７９２ １，３８６ １，１８４ ― ３５，７００ ２，９２４ ４１，１９５

中間会計期間中の変動額   

剰余金の配当（注）   △６１７ △６１７

役員賞与（注）   △２１ △２１

中間純損失（△）   △６７０ △６７０

自己株式の取得   

固定資産圧縮積立金の積立（注）  ２４５  △２４５

固定資産圧縮積立金の取崩（注）  △１４  １４

固定資産圧縮積立金の取崩  △２４  ２４

圧縮特別勘定積立金の積立（注）  ２３  △２３

圧縮特別勘定積立金の積立  ３０  △３０

別途積立金の積立（注）  １，１００ △１，１００

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額）   

中間会計期間中の変動額合計  ２０５ ５４ １，１００ △２，６７０ △１，３１０

平成１８年９月３０日残高 ８，４９４ ７，７９２ １，３８６ １，３９０ ５４ ３６，８００ ２５３ ３９，８８５

 
株主資本 評価・換算差額等 

 
 
 

 
自己株式 

株 主 資 本

合 計

その他有価証券

評 価 差 額 金

純資産合計 

平成１８年３月３１日残高 △１，５４１ ５５，９３９ ６，５１５ ６２，４５４

中間会計期間中の変動額  

剰余金の配当（注）  △６１７ △６１７

役員賞与（注）  △２１ △２１

中間純損失（△）  △６７０ △６７０

自己株式の取得 △１４ △１４ △１４

固定資産圧縮積立金の積立（注）  

固定資産圧縮積立金の取崩（注）  

固定資産圧縮積立金の取崩  

圧縮特別勘定積立金の積立（注）  

圧縮特別勘定積立金の積立  

別途積立金の積立（注）  
株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額）  △８００ △８００

中間会計期間中の変動額合計 △１４ △１，３２５ △８００ △２，１２５

平成１８年９月３０日残高 △１，５５６ ５４，６１４ ５，７１４ ６０，３２９

（注）平成 18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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（中間財務諸表作成の基本となる重要な事項） 
   

 １．資産の評価基準及び評価方法 

  （１）有価証券 

        ① 子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 

 

② その他有価証券 

     時価のあるもの     中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直 

                              入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

          時価のないもの     移動平均法による原価法 

 

  

  （２）たな卸資産 

        ① 未成工事支出金        個別法による原価法 

        ② 材料貯蔵品          移動平均法による原価法 

  

 ２．固定資産の減価償却の方法 

     ① 有形固定資産               定率法 
 ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（附属設備を除く） 

                                           については、定額法 

                                           なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法 

                                           と同一の基準によっておりますが、車両運搬具の動力車についての 

                                           耐用年数は、法人税法に規定する耐用年数よりおおむね５０％を短 

                                           縮しております。 

  

     ② 無形固定資産         定額法 

                      なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可 

                      能期間（５年）に基づいております。 

  

 ３．引当金の計上基準 

     ① 貸倒引当金         売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒 

                                 実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に債権の回収可能 

                 性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
   

     ② 完成工事補償引当金 完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当中間会計期間末に至る一年間 

 の完成工事高に対し、過去の完成工事に係る補償額の実績を基に将来の発生見 

                                 込額を加味して計上しております。 
   

 
    ③ 工事損失引当金   受注工事に係る将来の損失に備えるため、当中間会計期間末における手持受注 

工事のうち、損失が確実視されその金額を合理的に見積もることができる工事 

 について、損失見込額を計上しております。 
  

     ④ 賞与引当金     従業員に支給する賞与に備えるため、当中間会計期間に対応する支給見込額を 

 計上しております。 
   

     ⑤ 退職給付引当金   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金 

                 資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる 

                 額を計上しております。 

                                 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 

                                 （１０年）による定額法により費用を減額処理しております。 

                                 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間 

                                 以内の一定の年数（１０年）による定率法により発生の翌事業年度から費用処 

                                 理しております。 
   

     ⑥ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づき計算した当中間会計期間 

                 末における支給基準の１００％相当額を計上しております。 
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 ４．リース取引の処理方法 

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 

      通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  

 ５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

     ①完成工事高の計上基準 

      完成工事高の計上は、工事完成基準によっております。 

 ②消費税等の会計処理 

       消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

  ( 会計処理の変更 ) 
貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は、６０,３２９百万円であります。 
なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表等規則の改正に伴い、

改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。 

  

[注記事項]  
     

 (中間貸借対照表関係)   
 １．有形固定資産の減価償却累計額    
     

  (前中間会計期間末） (当中間会計期間末）  ( 前事業年度末 ) 

  １４,１１１百万円 １４,３３６百万円 １４,２４８百万円  
     

 ２．担保に供している資産     

 投資有価証券 (前中間会計期間末） (当中間会計期間末）  ( 前事業年度末 ) 

 １６百万円 １６百万円 １６百万円

 
PFI 3事業に関する事業会

社（SPC）の借入金 

７,９５８百万円 

PFI 3事業に関する事業会

社（SPC）の借入金 

２９,３７８百万円 

PFI 3事業に関する事業会

社（SPC）の借入金 

１５,３３０百万円
 

３．中間会計期間末日満期 

  手形の会計処理  

  

  

 

(前中間会計期間末） (当中間会計期間末） 

中間会計期間末日満期

手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決

済処理しております。 

なお、当中間会計期間の

末日は金融機関の休日で

あったため、次の満期手形

が中間会計期間末日残高

に含まれております。 

受取手形  ５４百万円 

 

 

( 前事業年度末 ) 

 ４．消費税等 (前中間会計期間末） (当中間会計期間末）  ( 前事業年度末 ) 

   

  

  

  

 

仮払消費税等と仮受消

費税等は相殺のうえ、１

８７百万円は中間貸借対

照表上、流動資産の「そ

の他」に含めて表示して

おります。 

仮払消費税等と仮受消

費税等は相殺のうえ、１

９４百万円は中間貸借対

照表上、流動資産の「そ

の他」に含めて表示して

おります。  
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 (中間損益計算書関係)   

 １．その他営業外収益のうち主な内訳 (前中間会計期間） (当中間会計期間）  ( 前事業年度 ) 
       

  有 価 証 券 利 息          ０ 百万円 １５ 百万円 ４ 百万円 

  受 取 配 当 金          ２２１  ２５０  ２８６  
       

 ２．特別利益のうち主な内訳        (前中間会計期間） (当中間会計期間）  ( 前事業年度 ) 

  前期損益修正益     

    貸倒引当金戻入額 ７９ 百万円 ３３ 百万円 ４０百万円 

  
 完成工事補償引当金 

 戻入額 
１６  １７  １４  

  固定資産売却益       

    土地 ２１１  ５７  ３９２  

       
       

 ３．特別損失のうち主な内訳        (前中間会計期間） (当中間会計期間）  ( 前事業年度 ) 

  投資有価証券売却損 － 百万円 １１ 百万円 － 百万円 

  投資有価証券評価損 ２９  ３７  ２９  

  ゴルフ会員権等評価損 －  －  １１  

   

 

  

ゴルフ会員権等評価損は預託

金の貸倒見込額に対する貸倒

引当金繰入額であります。 

  減損損失 １７６  －  １７６  

  固定資産除却損     

  建物 ８  １  １６  

  車両運搬具 １  ０  １  
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 減損損失 当中間会計期間におい

て、当社は以下の資産グル

ープについて減損損失を計

上いたしました。 
場所 用途 種類 
広島市

東 区 
中国支店

事務所 建物 

札幌市

北 区 
賃貸用 
駐車場 土地 

北海道

釧路市

他５件 
遊休資産

建物等、

土地 

当社は事業用資産につい

ては管理会計上の区分に基

づき各支店単位、賃貸用資

産及び遊休資産については

個別にグループ化し減損損

失の判定を行いました。 
その結果、近年の予想し

得ない地価の下落や経営環

境の悪化により、上記の資

産の帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額

を減損損失（１７６百万円）

として特別損失に計上いた

しました。その内訳は建物

等１０１百万円、土地７４

百万円であります。 
なお、当該資産の回収可

能価額は正味売却価額によ

り測定しており、相続税評

価額を合理的に調整し、処

分費用見込額を控除した価

格により評価しておりま

す。 
 

 当事業年度において、当

社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いた

しました。 
場所 用途 種類 
広島市

東 区 
中国支店

事務所 建物 

札幌市

北 区 
賃貸用 
駐車場 土地 

北海道

釧路市

他５件 
遊休資産

建物等、

土地 

当社は事業用資産につい

ては管理会計上の区分に基

づき各支店単位、賃貸用資

産及び遊休資産については

個別にグループ化し減損損

失の判定を行いました。 
その結果、近年の予想し

得ない地価の下落や経営環

境の悪化により、上記の資

産の帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額

を減損損失（１７６百万円）

として特別損失に計上いた

しました。その内訳は建物

等１０１百万円、土地７４

百万円であります。 
なお、当該資産の回収可

能価額は正味売却価額によ

り測定しており、相続税評

価額を合理的に調整し、処

分費用見込額を控除した価

格により評価しておりま

す。 
 

 
 

 
    

      

      

 ４．法人税等調整額    (前中間会計期間） (当中間会計期間）  ( 前事業年度 ) 

    

中間会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整

額は、当事業年度において

予定している利益処分に

よる圧縮積立金の積立て

及び取崩しを前提として、

当中間会計期間に係る金

額を計算しております。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      



 －35－

     

 ５．完成工事高の季節的変動        (前中間会計期間） (当中間会計期間）  ( 前事業年度 )
       

    

当社の完成工事高は通

常の営業の形態として、上

半期に比べ下半期に完成

する工事の割合が大きい

ため、事業年度の上半期の

完成工事高と下半期の完

成工事高との間に著しい

相違があり、上半期と下半

期の業績に季節的変動が

あります。当中間会計期間

末に至る一年間の完成工

事高は次のとおりであり

ます。 

 

同      左 

 

      

   前事業年度下半期 ８８,１４８百万円 ８０,６１２百万円   

   当中間会計期間         ３０,１５８  ２９,７４０    

    計 １１８,３０７  １１０,３５２    
      

      

 ６．減価償却実施額 (前中間会計期間） (当中間会計期間）  ( 前事業年度 ) 
       

有 形 固 定 資 産         ３７９ 百万円 ３６２百万円 ７９８百万円

無 形 固 定 資 産         １９４  ６ ３９０    

  

 

 
       

       

       

 (中間株主資本等変動計算書関係)   

 

当中間会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
前 事 業 年 度 末 

株式数（千株） 

当 中 間 会 計 期 間 

増加株式数（千株） 

当中間会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

普通株式 ３，５４５ ２０ ― ３，５６６ 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加２０千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 
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  （リース取引関係）   

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 

         

   （前中間会計期間）    （単位  百万円）  

    
取 得 価 額

相 当 額

減 価 償 却 累 計 額  

相 当 額 

中 間 期 末 残 高  

相 当 額

    建 物           ８  ６  ２   

   その他有形固定資産           ２,４２５  １,０２６  １,３９８   

    無 形 固 定 資 産           １７  １  １５   

    合 計           ２,４５１ １,０３４  １,４１６   
     

   （当中間会計期間）    （単位  百万円）

    
取 得 価 額

相 当 額

減 価 償 却 累 計 額  

相 当 額 

中 間 期 末 残 高  

相 当 額

    建 物           ８ ８  ０  

   その他有形固定資産           ２,９６４ １,２２０  １,７４３  
    無 形 固 定 資 産           ４９ ７  ４１  

    合 計           ３,０２１ １,２３６  １,７８５  
     

   （前事業年度）    （単位  百万円）

    
取 得 価 額

相 当 額

減 価 償 却 累 計 額  

相 当 額 

期 末 残 高  

相 当 額

    建 物           ８ ７  １  

   その他有形固定資産           ２,８２１ １,１８２  １,６３９  
    無 形 固 定 資 産           １７ ３  １４  

    合 計           ２,８４７ １,１９２  １,６５４  
      

 ２．未経過リース料中間期末（期末）残高相当額    

  (前中間会計期間） (当中間会計期間）    ( 前事業年度 )

  １     年     内 ３９０ 百万円  ４４２ 百万円 ４３０百万円

  １     年     超   １,０２５ １,３４３   １,２２３  
  合          計 １,４１６ １,７８５   １,６５４  
   

 ３．支払リース料及び減価償却費相当額    

      (前中間会計期間） (当中間会計期間） ( 前事業年度 ) 

  支 払 リ ー ス 料 ２０１ 百万円  ２４１ 百万円 ４３８ 百万円 

  減価償却費相当額 ２０１  ２４１   ４３８  
      

 ４．減価償却費相当額の算定方法は､リース期間を耐用年数とし､残存価額を零とする定額法によっております。 
     

 ５．取得価額相当額及び未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は､未経過リース料中間期末（期末）残高が 

 有形固定資産の中間期末（期末）残高等に占める割合が低いため､支払利子込み法により算定しております。 
     

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はないため、項目等の記載は省略しております。 

   
 （有価証券関係）   

当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価

のあるものはありません。 
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７．部門別受注･売上･繰越高（当社個別） 

１． 受 注 高                                    （単位 百万円） 

区 分 

 

前 中 間 会 計 期 間 
自 １７．４． １ 

至 １７．９．３０ 

 

当 中 間 会 計 期 間
自 １８．４． １ 

至 １８．９．３０ 

対 前 中 間 会 計 期 間

増 減

対 前 中 間 会 計 期 間 

増 減 率 

 

前 事 業 年 度
自 １７．４． １

至 １８．３．３１

    ％  

鉄 道 電 気 工 事 ３０,０１４ ３０,６４０ ６２５ ２．１ ５９,２７２

一 般 電 気 工 事 １６,０６７ １３,０３２ △３,０３５ △ １８．９ ３５,３２５

情 報 通 信 工 事 ６,７８４ １０,１６２ ３,３７８ ４９．８ １７,９０６

合 計 ５２,８６６ ５３,８３５ ９６８ １．８ １１２,５０４

 

２． 売 上 高                                    （単位 百万円） 

区 分 

 

前 中 間 会 計 期 間 
自 １７．４． １ 

至 １７．９．３０ 

 

当 中 間 会 計 期 間
自 １８．４． １ 

至 １８．９．３０ 

対 前 中 間 会 計 期 間

増 減

対 前 中 間 会 計 期 間 

増 減 率 

 

前 事 業 年 度
自 １７．４． １

至 １８．３．３１

    ％  

鉄 道 電 気 工 事 １４,７８４ １５,４０６ ６２１ ４．２ ５６,５８２

一 般 電 気 工 事 ９,８８６ ７,６９８ △ ２,１８７ △ ２２．１ ３４,６９５

情 報 通 信 工 事 ４,９０９ ５,９３７ １,０２７ ２０．９ １８,０５８

そ の 他 ５７８ ６９８ １１９ ２０．７ １,４３５

合 計 ３０,１５８ ２９,７４０ △ ４１８ △ １．４ １１０,７７１

 

３． 下期繰越高                                    （単位 百万円） 

区 分 

 

前 中 間 会 計 期 間 
 

(１７．９．３０現在) 

 

当 中 間 会 計 期 間
 

(１８．９．３０現在) 

対 前 中 間 会 計 期 間

増 減

対 前 中 間 会 計 期 間 

増 減 率 

 

前 事 業 年 度
 

(１８．３．３１現在)

    ％  

鉄 道 電 気 工 事 ４２,９４０ ４５,６３５  ２,６９４ ６．３ ３０,４０１

一 般 電 気 工 事 ３５,１７７ ３４,９６０ △ ２１７ △ ０．６ ２９,６２６

情 報 通 信 工 事 ７,０７７ ９,２７５ ２,１９８ ３１．１ ５,０５０

合 計 ８５,１９５ ８９,８７０ ４,６７５ ５．５ ６５,０７７

（注）１．不動産の賃貸・管理等は、「１．受注高」及び「３．下期繰越高」には金額が含まれておりません。 

      ２．記載金額は消費税等抜きで表示しております。 

 

 
 


